
１ ．はじめに
2020年 ３ 月より新型コロナの医療調整本部員

となり、 ３ 年半が経過した。この間、県・郡市
医師会の先生方の温かい激励、ご支援を賜り、
感染症対策に全力で取り組むことができたこと
にこの場を借りて感謝申し上げたい。本稿で
は、医療調整本部の立場から新潟県の「オール
新潟」での新型コロナ対策を振り返るととも
に、今後の感染症危機対応についても記述す
る。

２ ．「オール新潟」での新型コロナ対策
新型コロナウイルス感染症の県内初の感染者

の確認を受け、2020年 ２ 月29日に知事を本部長
とする県対策本部が設置された。その後、県対
策本部は ３ 月26日に新型インフルエンザ等特別
措置法に基づく政府対策本部の設置を受け県新
型コロナウイルス感染症対策本部へと移行し
た。また、3 月30日には感染拡大のピークに対
応するための医療提供体制の確立や、軽症者等
の宿泊療養体制の確立を目的として対策本部内
に福祉保健部長を本部長とする医療調整本部が
設置された。

新型コロナウイルス感染症患者が増加してい
る場合においても、コロナ患者への医療と並行
して、それ以外の疾患の患者についても適切な
時期に適切な医療が提供されるよう、すなわち
医療崩壊を防ぐため、入院外療養（宿泊・自宅
療養）の整備にまずは注力した。

入院外療養においては、全患者にパルスオキ
シメーターを貸出、看護師による電話聞き取り
やアプリを利用した健康状態のモニタリングを
実施。また、郡市医師会の先生方等にご尽力い
ただきオンライン診療担当医を設定し、診察・
処方が受けられる体制を構築。処方がある場合
には、県薬剤師会の事業である薬剤交付支援事
業により、患者に速やかに薬剤が配送された。
また、入院が必要な場合は、県内のDMAT医

師等により構成される患者受入調整センター
（PCC）により県内一元で入院調整を行った（図

１ ）。
入院外療養だけでなく、コロナ患者に対応し

てくださった病院や有床診療所での入院療養や
診療・検査医療機関での外来診療、PCCや保健
所での入院調整に対応してくださった先生方
や、コロナ患者以外の通常医療に対応してくだ
さった先生方など県内のすべての先生方の尽力
があって本県の医療提供体制は成り立ち、その
結果、本県は未曾有の感染症危機にありながら
も辛うじて医療崩壊を防ぐことができたと考え
る。

このように本県においては、新型コロナウイ
ルス感染症に対して、県民や事業者をはじめ、
国、市町村、専門家、医療機関、入院外療養者
の受入施設、関係機関及び関係団体等が一体と
なって、感染拡大防止対策の実施、医療提供体
制の整備及び新型コロナウイルスワクチン接種
の推進などに取り組んできた。県では、この時
の体制を総じて「オール新潟」と称しているが、
こうした取組みの結果、全国の中でも相対的に
感染率や死亡率を抑えることができた。「オー
ル新潟」の一員である全ての先生方に改めて深
く感謝を申し上げる（図 ２ ）。

加えて、市医師会理事の先生方、特に編集者
の先生方には、医療崩壊を防ぐという大義に賛
同し、使命感を持って先陣を切り宿泊療養施設
に係るオンライン診療担当医制度に多大なる尽
力をいただいたことに心から敬意を表したい。

３ ．次なる感染症危機に備えて
世界的な環境変化の中で、今後も感染症によ

るリスクはなくならないことから、次の感染症
危機からも県民の生命・健康を守るため備える
必要がある。そのため、新型コロナウイルス感
染症対応の教訓を踏まえ、当該対応を念頭に、
平時から地域における役割分担を踏まえた感染
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図 ２　「オール新潟」による対応の結果
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図 １　「オール新潟」による対応の一例（療養）
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症医療及び通常医療の提供体制の確保等を図る
ため、まずは新潟県感染症予防計画の策定に向
け議論・協議を行っていくことで、次なる感染
症危機に備えたいと考えている。

今回、「オール新潟」による新型コロナウイ
ルス感染症対応を行えたことは、次の感染症危
機への対応や平時の救急をはじめとする医療提
供体制を検討するにあたり大きな意味を持つと
考える。次の感染症危機において、感染の初期

段階から、より迅速に、より効果的に「オール
新潟」の対応を行えるよう、今から「オール新
潟」で備えていく必要があるとともに、次の感
染症危機が起こった際にも県民の生命・健康を
守るため、今回のように「オール新潟」で病原
体と戦う必要がある。「オール新潟」で次なる
感染症危機対策、ひいては、健康に安心して暮
らせる新潟県づくりのため、今後も引き続き全
ての先生方にご尽力をお願いしたい（図 ３ ）。

図 ３　次なる感染症危機に備えて

3次次ななるる感感染染症症危危機機にに備備ええてて

 県では、専⾨家の助⾔も踏まえた上で、国や市町村、医師会とも緊密に連携
しながら、感染拡⼤防⽌対策、医療提供体制の整備、新型コロナワクチン接
種などの取組を「オール新潟」で実施し、全国の中でも相対的に感染率や死
亡率を抑えてきた。県⺠の皆様や事業者のご協⼒、医療従事者の皆様のご尽
⼒に対して、改めて⼼から深く感謝申し上げる。

 その上で、世界的な環境変化の中で、今後も感染症によるリスクはなくなら
ないことから、次の感染症危機から県⺠の⽣命・健康を守るため、感染の初
期段階から、より迅速に、より効果的に「オール新潟」による対応を⾏える
よう備える必要がある。

 そのため、新型コロナウイルス感染症対応の教訓を踏まえ、当該対応を念頭
に、平時から地域における役割分担を踏まえた感染症医療及び通常医療の提
供体制の確保等を図るため、まずは「新潟県感染症予防計画※」の策定に向
け議論・協議を⾏っていくことで、次なる感染症危機に備えたい。

• ただし、実際に発⽣・まん延した感染症が、事前の想定とは⼤きく異なる事態となった場合には、その感染症の特性に合わせて協定の内容を⾒
直すなど、実際の状況に応じた機動的な対応を⾏う。（（事前の想定とは⼤きく異なる事態の判断については、新型コロナの対応（株の変異等
の都度、政府⽅針を提⽰）を参考に国が国内外の最新の知⾒や、現場の状況を把握しながら、適切に判断し周知する。）

※本計画は、感染症法第10条に基づき都道府県が定める計画であり、感染症法第9条に基づき厚⽣労働⼤⾂が定める基本指針に則して策定され
る。また、医療法における医療計画において、新興感染症の発⽣・まん延時における医療が規定されたため、医療計画との整合性をとる必要があ
る。さらに、地域保健法や特措法に基づく⾏動計画との整合性もとる必要がある。


